








防災都市づくりの具体的施策
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災害が起きた時に市民の生命と生活を守るために、応急・復旧を
速やかに実施できるように平時から備えておくための施策です。

災害時に市民の生活を守るための
都市機能を確保する�ª�f ��

広域防災拠点の整備
・オープンスペースの整備
・緊急災害対策本部の代替拠点
・緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE)や緊急消防援助隊の集結拠点

広域的な道路ネットワークの整備
・緊急輸送道路の更なるネットワーク化や沿道建築物の耐震化
・自動車専用道路のネットワーク化

■GIS（※8）による災害リスクのモニタリング

被害を受けても円滑に復興する
ための備えを進める�ª�f ��

万一、本市が被災した場合でも円滑に復興するために
市民と行政が平時から備えておくための施策です。

災害時における対応力の向上
・継続的なモニタリング（※7）による災害リスクの把握
・復興イメージトレーニングの実施

震災復興行動指針の作成・活用
・復興の役割分担の明確化

都市全体の防災性を向上させるために、将来都市構造に応じ
た土地利用を誘導し、都市全体にとって重要な役割を果たす
拠点やネットワークを強化するための施策です。

将来都市構造を実現していく過程の中で
都市の防災性を高める�ª�f ��

安全な高密度市街地の形成
・都心・副都心等の市街地開発の優先的な推進
・市街地の不燃化、道路やオープンスペース等の骨格的な施設の整備

災害リスクを考慮した土地利用や都市施設の整備
・浸水や液状化リスクが高い地域の無秩序な開発の抑制
・災害危険性が高い地域における避難場所や、延焼遮断帯・避難路の優先的な整備
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防災都市づくり計画の進め方

大規模地震が起きて本市が被災した場合、市民・事業者と行政が一体となって復興を進めるために、さいたま市震災復興行動
指針を以下のとおり定めます。

(目的)
第１条　この指針は、市域が地震により大規模な被害を受けた場合において、市民

及び市が協働して、被災市街地の復興に係る対策を総合的かつ計画的に推進する
ことにより、災害に強い安全で安心な市街地を形成し、もって市民生活の安定と
回復を図ることを目的とする。

（定義）
第２条　本指針における用語の意義は、建築基準法（昭和25年法律第201号）の例

による。
（復興の理念）
第３条　市、市民及び事業者は、市街地の復興のみならず、市街地復興に向けての

準備に当たっても、各責務のもとに協力して行うよう努めなければならない。
（市の責務）
第４条　市は、埼玉県及び関係する地方公共団体と連携を図りつつ、被災後、速や

かに市の復興に関する基本計画(以下「さいたま市都市復興基本計画」という。)を
策定し、これを市民に広く公表するとともに、同計画に基づき震災復興事業を市民
と協働して推進し、その他必要な施策を実施しなければならない。

２　市は、市内の災害危険性に関する調査及び分析を継続的に実施し、災害時にお
ける被害の軽減及び復興事業の円滑な推進のために、災害危険性を踏まえ、より
良い復興のあり方について検討を重ねるとともに、日頃から対策を講じておかなけ
ればならない。

３　市は、日頃から災害時の対応力を向上させるための訓練及び学習に取り組むも
のとする。

（市民及び事業者の責務）
第５条　市民は、その平時においては防災都市づくりについて理解を深め、被災後

においては自らの生活の再建及び震災復興事業の協力に努めなければならない。
２　事業者は、事業活動を行うに当たってその社会的責任を自覚し、防災都市づく

りについて理解を深め、被災後の事業活動を通じて市街地の復興に努めるととも
に、震災復興事業の協力に努めなければならない。

３　市民及び事業者は、防災都市づくりを推進する上で必要となる敷地及び道路の
改善、並びに農地及び自然地の保全について努めなければならない。

（復興優先順位）
第６条　市は、市の中枢機能を担う都心、副都心等の拠点及び壊滅的な被害により

新たな基盤整備や面整備を必要とする区域から優先して復興を進めるものとする。
２　市は、日頃から、市街地復興の優先順位、及び復興の役割分担に関する方針を

市民及び事業者と共有するものとする。
３　市は、さいたま市都市復興基本計画において復興優先順位について示すことが

できる。

附則
本指針は、公布の日から施行する。

さいたま市震災復興行動指針

制定　　平成27年8月26日市長決裁

さいたま市震災復興行動指針

地域の意向を踏まえて「推進地区」に位置付けられた地区で
は、地区が抱える課題に総合的に対応するためのまちづくり
の方針や、有効な施策について検討していきます。
なお、検討にあたっては、地域が主体となって進めていきま
すが、この取組を支援するため、市は各種既存事業・施策
を実施していきます。

推進地区における取組の支援
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地元主体の取組 行政主体の取組

STEP1 STEP2 STEP3 STEP4 STEP5 STEP6 STEP7 STEP8

■推進地区におけるまちづくりの手順イメージ

用語解説
※1 将来都市構造 さいたま市都市計画マスタープランで示される、将来の都市の骨格的な姿のことであり、土地利用や

防災等の分野別の方針のもととなるものです。

※2
防火地域・
準防火地域

都市計画法に基づき、火災の危険を防ぐために指定する地域地区で、建築物について耐火・防火のた
めの規制が定められています。

※3 狭隘道路 一般的には、幅員４メートル未満の道路で、大規模地震時には建築物の倒壊等により避難や消火活動
の妨げとなる可能性のある道路のことをいいます。

※4 消防水利 大規模地震時等における火災に対し、防火水槽など消火活動に使用できる施設のことをいいます。

※5 地区計画
都市計画法に基づき、地区の特性を生かした良好な環境の整備や保全を目的として、地区施設（道路、
公園等）の配置や建築物の用途、高さ、壁面位置、敷地の規模などについて、地区のルールとして定め
る都市計画のことをいいます。

※6 壁面後退距離 ゆとりある道路空間や快適な住環境の形成等のために、道路境界又は敷地境界から建築物の壁面まで
の後退距離を定めるものです。

※7 モニタリング 本計画では、土地利用の変化や建築物の更新状況をデータとして把握・整理することをいいます。

※8 GIS 地理情報システム（Geographic Information System）のことで、位置に関する情報を持った道路・
建築物のデータと災害リスクの情報等を重ね合わせ、可視化・共有するための情報技術をいいます。
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発行： さいたま市　都市局　都市計画部　都市総務課　政策係
 〒330-9588　さいたま市浦和区常盤6-4-4
 TEL：048-829-1394　FAX：048-829-1979　 HP：https://www.city.saitama.jp/index.html

【参考】地区のまちづくりに活用できる支援制度

防災課　TEL：048-829-1126　FAX：048-829-1978

防災を意識したまちにしたい
⾃主防災組織補助⾦
■自主防災組織育成補助金
◎ 市民の自主的な防災意識の高揚及び普及を図るとともに、自主防災組織の

結成促進・育成強化するため、自主防災組織の活動に必要な資機材の購入
及び防災対策用指定井戸の水質検査にかかる費用の一部を助成します。

■自主防災組織運営補助金
■自主防災組織防災訓練補助金

みどり推進課　TEL：048-829-1423　FAX：048-829-1979 都市公園課　TEL：048-829-1421　FAX：048-829-1979

みどりの多いまちにしたい こどもたちが遊べる場所をつくりたい
みどりの街並みづくり助成制度
◎ 建築物の屋上や壁面、沿道の新たな緑化に取り組まれる方に対して、緑

化にかかる費用の一部を助成します。

⺠間児童遊園地等補助⾦
◎ 児童遊園地及び広場の設置や施設整備、又は管理運営に関する事業に対

して、補助金を交付します。ただし、一定の規模以上の面積を有すること
や、周辺に都市公園がないことなどの条件があります。

建築総務課　TEL：048-829-1539　FAX：048-829-1982 建築総務課　TEL：048-829-1539　FAX：048-829-1982

住宅などの建物を地震に強くしたい 住宅などの建物を地震に強くしたい
木造住宅耐震診断員派遣事業
◎ 建築基準法改正の昭和56年5月31日以前に建築された建築物は、大地

震等への耐震性能が不足している可能性があります。
◎ ２階建て以下の木造住宅の耐震診断を実施したい場合、市から無料で耐

震診断員を派遣します。

既存建築物耐震補強等助成事業
◎ 昭和56年5月31日以前に建築された戸建て住宅・共同住宅等の耐震診断

にかかる費用の一部を助成します。
◎耐震診断の結果、耐震性に不安がある場合、耐震補強工事・建替え工事

に要する費用の一部を助成します。

まちづくり総務課　TEL：048-829-1444　FAX：048-829-1976 まちづくり総務課　TEL：048-829-1444　FAX：048-829-1976

⾃分たちのまちについて話し合いたい ⾃分たちのまちについて話し合いたい
まちづくり専門家派遣制度
◎ 自主的なまちづくり活動を行う団体の集会や研究会などに、まちづくりに

関する専門家を派遣し、講義や指導、助言を行う制度です。
◎主に「きっかけ」から「仲間づくり」の段階の活動を支援しています。

まちづくり支援補助⾦交付制度
◎ 市街地の計画的な整備又は地域における良好な環境及び地域の価値の維

持向上を推進する自主的なまちづくり団体に対して、主にまちづくりの研
究・検討段階の活動を支援しています。

◎勉強会開催、広報紙発行、計画作成などに必要となる費用の一部を助成します。

西・北・大宮・見沼・岩槻区
建築指導課（北部）
TEL：048-646-3237　FAX：048-646-3268

西・北・大宮・見沼・岩槻区
道路安全対策課（北部）
TEL：048-646-3206　FAX：048-646-3265

中央・桜・浦和・南・緑区
建築指導課（南部）
TEL：048-840-6237　FAX：048-840-6267

中央・桜・浦和・南・緑区
道路安全対策課（南部）
TEL：048-840-6206　FAX：048-840-6266

家の前の道路を広げたい 家の前の道路を広げたい
狭あい道路拡幅整備事業
◎ 建築基準法第42条第2項道路に接する敷地に建物を建てる場合には、元の

道路の中心から2m後退する必要があります。その後退部分の土地を市に寄
附していただく場合には、測量や分筆登記に要した費用の一部を助成します。

暮らしの道路整備事業
◎ 市が管理する幅員が4m未満の道路について、地元の皆様とさいたま市が

協力して、拡幅整備を進めていく制度です。道路後退用地が市に寄附され
てから、道路整備（工事）を行います。整備後は、市が道路を管理します。

西・北・大宮・見沼・岩槻区
建築指導課（北部）
TEL：048-646-3235　FAX：048-646-3268

公益財団法人さいたま市公園緑地協会
TEL：048-836-5678　FAX：048-836-5200

中央・桜・浦和・南・緑区
建築指導課（南部）
TEL：048-840-6236 FAX：048-840-6267

ブロック塀が倒壊するのを防ぎたい ブロック塀を生け垣に替えたい
既存ブロック塀等改善事業
◎ 地震発生時におけるブロック塀等の倒壊による被害の防止と避難経路確

保のため、危険なブロック塀の撤去や軽量フェンス等への建替えにかか
る費用の一部を助成します。

生け垣助成制度
◎ 道路に面した宅地に新しく生け垣を作る方に、生け垣の設置にかかる費

用の一部を助成します。
◎ 生け垣の設置に伴いブロック塀を撤去する場合は、その取り壊しにかかる

費用の一部も助成します。

※各支援制度の詳細な内容や活用条件等については、担当課へ直接お問い合わせください。また、各支援制度の活用をご検討される際は、申請前に担当課へご相談ください。

この冊子は2,000部作成し、1部あたりの印刷経費は67円です。
 令和5年9月発行


